
令和７・８年度栃木県入札参加資格審査

申請（建設工事、測量・建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等）

の概要について

栃木県県土整備部監理課
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１ 県と20市町による共同受付

令和７・８年度の入札参加資格審査においても、
県及び20市町による共同受付を実施。
(今回から新たに茂木町・塩谷町・那珂川町が参加)

受付窓口を統一することで申請者の負担を軽減
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１ 県と20市町による共同受付

○：共同受付利用可能 ●：共同受付利用不可、市町別申請 斜線：該当手続き無し

県・市町への申請方法まとめ
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定 期 申 請 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

随 時 申 請 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇

中 間 申 請 ● ● ● ● ●

変 更 届 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
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１ 県と20市町による共同受付

※注意

・共同受付に不参加の５市町（宇都宮市、大田原
市、那須塩原市、那須烏山市、那須町）に対して
は、従来どおりの申請手続き（市町宛て申請）が
必要
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２ 申請の受付期間及び申請の方法
(1) 受付期間

測量・建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等建設工事県内外の別

１０月１日（火）

～１０月１８日（金）

１０月２１日（月）

～１１月８日（金）
県内業者

１１月４日（月）

～１１月２２日（金）
県外業者
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２ 申請の受付期間及び申請の方法
(2) 申請の方法

① “栃木県電子申請システム”に掲載する所定の申請様式を
用いて、県が指定する期間内に電子申請。

② 電子申請後、指定された日までに「共通書類」及び「市町
別提出書類」を共同受付窓口（栃木県）へ発送。

栃木県電子申請システムから申請いただけない場
合は入札参加資格を認定できません。
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３ 申請の対象者
(1) 建設工事・コンサル等共通

自治令第167条の４第２項に該当しないこと
・競争入札・契約での不正行為、契約不履行、契約
締結妨害などを行った者に該当しないこと。
・申請書にある該当しない旨の誓約文で確認します。

自治令第167条の４第１項に該当しないこと

・契約を締結する能力を有しない者、破産手続き開始の
決定を受けて復権を得ない者、暴力団員等に該当しな
いこと。
・申請書にある該当しない旨の誓約文で確認します。
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３ 申請の対象者
(1) 建設工事・コンサル等共通

国税、県税に未納がないこと

【県内業者】
・県税全税目（地方消費税を含む。）に未納がないこと。

・納税証明書の提出が必要。（写し可）
ア 県税事務所で発行する全税目の納税証明書（県提出用）

イ 税務署で発行する消費税及び地方消費税納税証明書
（個人用が「その３の２」、法人用が「その３の３」）

※「その１」では受付不可。
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３ 申請の対象者
(1) 建設工事・コンサル等共通

国税、県税に未納がないこと

【県外業者】
・法人は法人税及び消費税に、個人は申告所得税
及び消費税に未納がないこと。

・納税証明書の提出が必要。（写し可）
税務署で発行する消費税及び地方消費税納税証明書

（個人用が「その３の２」、法人用が「その３の３」）

※「その１」では受付不可。

※県外業者で栃木県に納税義務を有する場合は、県税の全税目
について未納がないこと。
県税事務所で発行する全税目の納税証明書（県提出用） 12



３ 申請の対象者
(1) 建設工事・コンサル等共通

国税、県税に未納がないこと

（補足）

・共同受付参加機関（県内２０市町）に申請する場合は、申請先市町
の市税又は町税について未納がないことが必要です。
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３ 申請の対象者
(1) 建設工事・コンサル等共通

虚偽記載等がないこと

・次のいずれかに該当する場合は、申請を受理しません。
ア 令和７年度及び令和８年度栃木県建設工事入札参加資格審
査の申請において、重要な事項について虚偽の入力をした者、又
は重要な事実について入力をしなかった者
イ アの申請に際し、送信する工事経歴書等に係るデータ中重要
な事項について虚偽の記録をした者、又は重要な事実について記
録をしなかった者
ウ アの申請に係るその他提出書類中重要な事項について虚偽
の記載をした者、又は重要な事実について記載をしなかった者

・上記の件について、申請書の冒頭で誓約いただきます。
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３ 申請の対象者
(2) 建設工事のみ

建設業の許可を受けていること

・建設業法第３条による、申請日現在で有効な許可を受け
ていること。
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３ 申請の対象者
(2) 建設工事のみ

経営事項審査を受け、申請日において有効な
総合評定値の通知を受けていること

・建設業法第27条の23に規定する経営事項審査を受審し、
入札参加資格の申請日において有効な総合評定値（Ｐ）の
通知を受けていること。
・経審結果通知書の提出が必要

※注意
・経営事項審査の結果通知が手元に届いていることが必要
・今年度の受付に限り、経過措置の適用あり（後掲）
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３ 申請の対象者
(2) 建設工事のみ

従来：令和５年８月～令和６年７月の審査基準日の
経営事項審査の総合評定値の通知書を提出

今回：申請日時点で有効な直近の
経営事項審査の総合評定値の通知書を提出
（今年度の受付に限り、経過措置あり）

経営事項審査を受け、申請日において有効な
総合評定値の通知を受けていること
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３ 申請の対象者
(2) 建設工事のみ

○経過措置
次の要件を全て満たしている場合に限り、申請日において経
営事項審査の総合評定値の通知書が手元に届いていない場
合でも、例外的に当該審査基準日の経営事項審査の総合評
定値をもって申請することを認めます。

1.電子申請システムでの申請時に、経過措置の適用を
希望する旨記載していること。（後掲）

2.審査基準日が令和6(2024)年7月31日までであること。
3.当該審査基準日の経営事項審査を令和6(2024)年12月
までに受審していること。

経営事項審査を受け、申請日において有効な
総合評定値の通知を受けていること
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３ 申請の対象者
(2) 建設工事のみ

次に定める届出の義務を履行していないものでないこと

ア 健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出の義務

イ 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出の義務

ウ 雇用保険法（昭和49年法律第116号）第7条の規定による届出の義務

ただし、届出の義務がない者（適用除外）は除く。

※有効な経営事項審査結果通知書の提出にて確認します。
（申請までに有効な経営事項審査結果通知書がない場合、領収書等を御提
出ください。）
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３ 申請の対象者
(3) 測量・建設コンサルタント等のみ

経営状態が著しく不健全であると認められないこと

・債務超過等で経営状態が著しく不健全であり、事業の
継続が困難であることが明白であると認められる場合
は、入札参加資格を認定できません。

営業に関し、法律上必要とする資格を有していること

・測量業務を希望する場合の測量業者の登録、建築関
係建設コンサルタントを希望する場合の建築士事務所
の登録 等
・登録証又は登録証明書の写しの提出が必要。
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４ 建設工事における評価事項

総合点数＝経営事項審査評価点数＋技術評価点数

＜経営事項審査評価点数＞
３（１）④の総合評定値（Ｐ）

＜技術評価点数＞
① 県発注工事の工事実績

② 栃木県優良建設工事表彰要綱に基づく優良建設工事表彰受賞歴

③ 栃木県建設工事等請負業者指名停止等措置要領に基づく文書注意及び指名停止の措置状況

④ 障害者の雇用に関する状況

⑤ 保護観察対象者等の雇用協力の状況

⑥ 次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定・届出等の有無

⑦ 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定・届出等の有無、又は県が実施す

る「男女生き活き企業」認定制度に基づく認定の有無

⑧ 若者雇用促進法に基づく基準に適合する事業主の認定の有無

⑨ 建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の有無（ＢＣＰ関係）

⑩ 従業員の消防団加入・活動状況

⑪ 建設業労働災害防止協会の加入の有無

⑫ とちぎ健康経営事業所又は健康経営優良法人の認定の有無 22
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５ 入札参加資格の有効期間

令和７年４月１日から令和９年３月31日まで

※入札参加資格の認定通知書は３月末日頃に郵送
（県の場合）

※各市町の認定通知書の有無、発送の時期等につい
ては、申請先のホームページ等で別途ご確認ください。

24



レジュメ

１ 県と20市町による共同受付

２ 申請の受付期間及び申請方法

３ 申請の対象者

４ 建設工事における評価事項

５ 入札参加資格の有効期間

６ 申請区分の一覧

７ 県から市町への申請データの提供について

８ 電子申請手続きの注意点について

25



６ 申請区分の一覧
①建設工事、②測量・建設コンサルタント等、③草刈業務・側溝清掃業務

備考必要となる電子申請（申請様式）申請の種類No.

③は「測量・建設コンサ
ルタント等」の様式で申
請

「建設工事」
「測量建設コンサルタント等」

①＋②＋③1

「建設工事」
「測量建設コンサルタント等」

①＋②2

「建設工事」①＋③3

「建設工事」①4

「測量建設コンサルタント等」②＋③5

「測量建設コンサルタント等」②6

③のみ申請する場合は、
「建設工事」では申請不
可

「測量建設コンサルタント等」③7

26



レジュメ

１ 県と20市町による共同受付

２ 申請の受付期間及び申請方法

３ 申請の対象者

４ 建設工事における評価事項

５ 入札参加資格の有効期間

６ 申請区分の一覧

７ 県から市町への申請データの提供について

８ 電子申請手続きの注意点について

27



７ 県から市町への申請データの提供につい
て

・共同受付参加市町等に申請データを提供します。

・共同受付を実施しない市町へのデータ提供に同意
しない場合は、その旨を記載した申出書（任意様式）
を申請書類に同封して御提出ください。

・共同受付を実施しない５市町（宇都宮市、大田原市、
那須塩原市、那須烏山市、那須町）については、個
別に申請が必要です。（再掲）
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８ 電子申請手続きの注意点について

〇経過措置の適用を希望する場合について

電子申請システムで申請する際に、下記の対応を必ず行ってください。
なお、この処理を失念されますと、経過措置の適用は認められませんの
で十分に注意してください。

経過措置の適用を希望する
にチェック☑を入れる
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８ 電子申請手続きの注意点について

①電子申請開始後６０分以内に入力。
→ 60分を過ぎると自動的にデータが消去されます。

②入力後に出力可能となるＰＤＦ申請書の印刷。
→ 印刷を失念した場合は再出力が可能です。

③ 「申請の手引き」で綴じ込み方法を確認。

④別送書類は特定記録郵便、簡易書留、レ
ターパックのいずれかの方法で共同受付窓口
へ送付。
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８ 電子申請手続きの注意点について

その他①
書類の到達が確認できる方法（特定記録、簡易
書留、レターパックのいずれか）で申請書及び確
認書類を提出いただきますので、”受付確認を目
的とした返信用のはがき”等を同封いただきまし
ても返送はいたしませんので御了承ください。
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８ 電子申請手続きの注意点について

その他②
電子申請に係る”操作マニュアル”を栃木県の
ホームページで掲載いたしますのでご活用くださ
い。
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８ 電子申請手続きの注意点について

その他③
申請者による申請の誤りや入力漏れに関して
は、県では一切責任を負いません（申請内容に
誤りがあったため審査をやり直して欲しい等の対
応は一切行いません）。

申請にあたっては、県HPに掲載されている
・申請の手引
・電子申請システム操作マニュアル
を十分に確認して申請してください。
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〇入札参加資格申請に関してはこちらを
確認してください。

栃木県／一般競争（指名競争）参加資格審査申請について（令和
7(2025)・8(2026)年度定期受付） (tochigi.lg.jp)
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ご清聴ありがとうございました。
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